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近年，我が国の総人口は減少傾向にある一方，65 歳以上の高齢者人口は増加傾向にある．交通行動と健

康に関する既往研究では，公共交通を利用すると歩行量が多く，健康への貢献があるとしている．本研究

では，ワンマイルを埋める地域公共交通に着目し，公共交通利用が健康状態に与える影響についての基礎

的データを得ることを目的とする．その結果、利用交通手段と歩行量の関係では，公共交通の利用が 1 日

平均歩数に影響を与えており，自動車の利用に比べ優位に歩数が増加していた．現在の利用交通手段と健

康状態の変化の関係では，地域公共交通の乗り合いタクシー利用が膝下伸展力の両足と，外転筋力の低下

に影響を与えており，乗り合いタクシーを利用している人は，下肢筋力の低下が見られた． 
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1. はじめに 

 

日本の高齢化率は増加を続け，2040 年には高齢化率

35%を超え，特に認知症や要介護状態のリスクの高い 75

歳以上の人口は，20%を超えると予想されている．また，

2019 年度の国民医療費は 44 兆 3,895 億円と前年に比べ

2.3%増加し，年齢階級別に見ると，65歳以上の高齢者の

割合が 61.0%となっている．そのような中で，厚生労働

省では「健康日本 21」で，すべての国民がともに支え

合い，健康で幸せに暮らせる社会を目標に置き，第一次

では個人の生活習慣に着目し，第二次では社会環境の整

備に関する必要性を述べている． 

特にまちづくりや公共交通政策などの外出支援は，買

い物困難の解消や運動，社会参加に寄与すると期待され

ている．コンパクトシティの形成に取組む目的の一つに，

都市機能や居住を計画的に誘導し，公共交通の利用環境

を高め，自動車に依存することなく歩くことを基本とし

た日常生活が送れる都市構造への転換を目指すことが挙

げられている．歩くことによって身体活動量を維持でき，

それにより健康増進に効果があることは様々な研究によ

り示されており，医療費や介護費の抑制にも資すると期

待されている． 

本研究では，現在の利用交通手段が健康状態の変化に

与える影響を明らかにすることを目的としている．特に，

公共交通利用は，駅やバス停留所までの移動および乗り

換えて等において，歩行などの身体活動が伴うことから，

自動車利用よりも身体活動量が多いことが報告されてい

る．しかし，継続的に公共交通利用が健康維持にどの程

度影響しているかは明らかではない． 

本研究では，運賃収入では運行経費を賄うことが出来

ない乗り合いタクシーなどのフィーダー輸送を対象とし

ている．これらのフィーダー輸送は，行政の公的負担で

維持されているものがほとんどであり，地方自治体によ

る交通事業に関する財源確保も困難な状況にある中，こ

れらの政策が，地域住民の歩行を促し，地域住民への健

康への影響を明らかにすることは，今後の地域公共交通

の政策においても重要であると考えられる． 

 
2．既往研究と本研究の位置づけ 
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公共交通利用と歩行量に関しては，公共交通利用は，

駅やバス停などへの徒歩移動が伴うことから，歩行に伴

う身体活動量が増加すると報告がある1) ～ 4)．また，Voss, 

C et al. 5は高齢者を対象に公共交通利用者は非利用者に比

べ身体的活動量が多いこと示している． 

我が国においては，村田・室町6)らは，通勤交通手段

とBMIの関係，難波・室町7)らは通勤行動，ライフスタ

イル，歩道整備率などによる都市環境とBMIの検討を行

っている．鎌田ら8)は，公共交通割引運賃施策が高齢者

の歩数に与える影響について分析し，割引施策の「おで

かけ定期券」利用者のうち、1日平均歩数が8000歩を超

える高齢者は、非定期券利用者に比べ，歩行量が多いこ

とを示している．柳原・服部9)は，高齢女性の１日の交

通行動と歩行量を調査したところ，公共交通利用は，自

動車での移動よりも歩数が増加していることを明らかに

した． 

公共交通利用と健康の関係に関しては，崔ら10)は, 公

共交通整備が心身の健康状態に間接的に影響を与えてい

るとしている．安東ら11)は，交通行動と健康診断結果を

用い，活発的な鉄道利用頻度の増加は，大動脈硬化症等

の持病リスクを低減する可能性を示唆している．谷本12)

は，外出手段として公共交通を利用すると，自家用車や

家族などによる送迎などの他の外出手段と比べて多様な

機能を行使するため，健康維持への寄与が期待されると

している． 

 実際の医療費データを用いて直接的に， 交通施策の

医療費抑制効果を分析した研究としては，鎌田ら13)は，

健康保険の給付情報から公共交通割引運賃施策の医療費

抑制効果を算出したところ，年間12日間以上「おでかけ

定期券」を利用していて，1日4,000歩以上歩く人は医療

費が抑制されていることを明らかにしている．Saeles et 

al.14),は，公共交通を週3回以上利用している人は，それ

未満の人および公共交通を利用していない人に比べ，医

療費は少ないことを明らかにしている． 

しかし，これらの研究では，公共交通の利用や公共交

通利用促成施策により，歩数の増加や医療費削減効果に

ついて述べられているが，フィーダー輸送のような地域

のためのワンマイルを埋める地域公共交通について述べ

ているものはなく，また，地域公共交通利用における歩

行増加量を計測している研究もない．そこで，本研究で

は，ワンマイルを埋める地域公共交通に着目し，公共交

通利用が健康状態に与える影響についての基礎的データ

を得ることを目的とする． 

 
3. 調査概要  

 

(1) 歩数調査の方法 

 「歩数調査のガイドライン」では，5つの歩行量の調

査方法を提示している．その5つは，パーソントリップ

調査，プローブパーソン調査，歩数計と行動日誌による

調査，歩数計による調査，身体活動量として歩行時間を

把握するアンケート調査である．それぞれの調査方法に

は，メリット・デメリットがあり，最適な調査方法は決

められていない．本研究では，地域公共交通利用におけ

る歩行増加量を計測するため，実質的な歩数量を計測し，

かつ交通行動以外の歩いるも数を除外する必要を考慮し，

歩数計と行動日誌による調査をすることとした．この調

査のデメリットとしては，毎日の行動日誌を被験者に記

入してもらう必要があり，負担が大きく，モニター調査

となり，サンプルに偏りの生じる可能性がある． 

調査としては，地域に居住している方を対象に，約4

週間，毎日，外出時の歩行量を調査した．またそれに伴

い，外出時の外出場所，外出目的，交通手段，外出時間

について記述してもらった．毎日の通勤行動のない高齢

者の外出は，天候などの影響を受けやすく，年間歩数を

80%の信頼性で見積もるためには，男性で25日間，女性

で8日間，90%の信頼性だと男性で105日間，女性で37日

間連続でのデータ収集が必要だと言われているが19)，長

期的に歩行量を測定することは被験者への負担が大きく

なると考え，被験者には約4週間程度の調査を依頼した．  

日常的に散歩をしていた被験者に対しては，調査期間

後の1週間，散歩時のみの歩数記録を依頼し，散歩時の

歩行量とその時間から散歩時の歩行速度を算出した．本

研究では，1日のトータル歩数しか把握できないため，1

日の行動の中で，散歩による歩数量への影響が大きくな

る可能性があり，散歩時の歩行量を除く必要がある． 

調査概要を以下に示す． 

・対象地域：大阪府河内長野市楠ヶ丘地区 

・期間：2020～2022年，各年の11月～12月 

・被験者：楠ヶ丘地区に居住している人 

2020年：男性8名，女性13名，うち高齢男性5名，高齢

女性5名 

2021年：男性7名，女性13名，うち高齢男性4名，高齢

女性5名 

2022年：男性6名，女性14名，うち高齢男性3名，高齢

女性7名 

3カ年継続者：男性6名，女性11名，うち高齢男性3名，

女性高齢者7名 

・調査項目： 

［1］一日の活動記録(毎日) 

被験者に毎日の行動について記述してもらった． 

［2］歩行量(毎日) 

歩数計を渡し1週間に1度程度自宅に伺い，1週間分の

データを回収した．機器は，ヤマサ歩数計(TH-300W)を

使用した．また，本研究では，交通手段別の歩行量を明

らかするため，歩行量は外出時のみの歩行量であり，自
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宅内歩数は計測していない． 

［3］SF-36 v2 

今回の被験者がどのような健康状態で，交通行動で差

があるのかを把握するため，SF-36 v2で健康状態を測定

した．SF-36 v2とは，世界で最も広く使われている自己

報告式の健康状態調査票である．特定の疾患や症状など

に特有な健康状態ではなく，包括的な健康概念を「身体

機能」，「日常役割機能(身体)」，「体の痛み」，「全

体的健康感」，「活力」，「社会生活機能」，「日常役

割機能(精神)」，「心の健康」の8つの領域において測

定するように組み立てられているもので，領域ごとに

100点満点で評価するものである．本研究においては，8

つの領域を「身体的側面」，「精神的側面」，「役割/

社会的側面」の3つのコンポーネント・スコアで評価し

た． 

［4］フレイル計測 

フレイルとは，健康な状態と要介護状態の中間に位置

し身体的機能の低下がみられる状態を指す．本研究では，

｢2ステップテスト｣，｢膝下伸展力(両足)｣，｢内転筋力｣，

｢外転筋力｣で評価した． 

 

(2) 調査地区の概要 

本研究の被験者居住地域は，大阪府河内長野市楠ヶ丘

地区である．楠ヶ丘地区は南海電気鉄道三日市町駅から 

西北西に約1kmの丘陵地に位置する郊外型のニュータウ

ンである．高度経済成長期の1965年前後から丘陵部に住

宅地域が造成され，2019年現在，997世帯2345人が生活

ており，65歳以上の高齢者は806人，高齢化率は34.4%で

ある．楠ヶ丘地区内を運行する公共交通はタクシーを除

き，公共交通不便地域であった同地区では，2013年度 か

ら地域・民間タクシー事業者・河内長野市の3者協働の

取り組みのもと，地域主体の乗り合いタクシー「くすま

る」が運行している．地区内の停留所は7箇所，運行時 

 

し 

※国土地理院発行の2万5千分の1地形図を一部変更したものである． 

凡例 －：バス路線 □・△：くすまるのバス停（△：降車のみ） 

図-1 対象地区の概略図 

間は8時半から18時半，30分に1本の運行間隔である． 買

い物場所としては，地区内にスーパー等はなく，最も近

いスーパーは楠ヶ丘地区から約1.0~1.5km離れたところに

あり，周辺にはもう一つのスーパーと2つのコンビニエ

ンスストア，南海電気鉄道三日市町駅がある．楠ヶ丘地

区内と同駅は上記のくすまるで結ばれている．病院は地

区内にはなく，この地区の高齢者の主な通院箇所は，南

海電気鉄道三日市町駅付近にある9箇所の病院である． 

  三日市町駅周辺は，河内長野市立地適正化計画の中

で，都市機能誘導区域に設定され，乗り合いタクシー

「くすまる」は，楠ケ丘地区と拠点を結ぶ交通であり，

かつ鉄道へのフィーダー交通を担っている．  

 

4． 調査結果 

 

(1)  高齢者の交通行動と歩行量の関係 

 図-1 は，2022 年の高齢者の外出時における散歩時の

歩行量を除いた交通行動別の平均歩行量である．公共交

通利用日，自動車・バイク利用日，公共交通及び自動

車・バイク利用日，徒歩移動のみの日に分類した． 

その結果，公共交通利用日は約10,000歩/日歩いており， 

自動車・バイク利用日の約 3,000 歩と比べて，有意に歩

数が増加していることがわかる．また，公共交通と自動

車をともに利用した日も 7,000 歩以上歩いており，公共

通の利用があると歩数が増えることがわかる．分析には，

クラスカル・ウォリス検定を用い，下位検定にはスティ

ール・ドゥワス検定を行った． 

 

(2)  現在の利用交通手段と健康状態の変化 

図‐2，3は 2020年から 2022年の 3年分のデータを得

ることができた高齢者10名のSF-36およびフレイル計測

で得られた経年変化の平均値を示したものである．筋力

は維持または低下傾向にあることが分かる．SF-36 につ

いては，コロナ禍であったということもり，ややばらつ

いた結果となっているが，2020 年と 2022 年を比べると，

役割/社会的側面以外は，得点がやや減少している．  

 

 

図-2 高齢者の利用交通手段別平均歩行量（2022年データ） 
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図-3 高齢者のSF-36の経年変化 

 

図-4 高齢者のフレイル計測の経年変化 

次に，このような変化に対し，現在の交通手段の選択

が健康状態に影響を与えているかを明らかにするため

SF-36 およびフレイル計測の計測結果と各被験者の手段

トリップ数で重回帰分析を行う．データは， 2020 年か

ら2022年の3年分のデータを得ることができた対象者非

高齢者を含む（20歳代被験者除く，平均年齢67.8歳）16

名を対象とする．目的変数は，各個人の健康状態の変化

（2022年データ値－2020年データ値）とし，説明変数は，

2022年の各交通手段の利用の有無とした．この分析によ

り，現在利用している交通手段の選択が健康状態に影響

しているか知ることができる． 

その結果を表-1 に示す．その結果，膝下伸展力(右，

左足)，外転筋力に対して，乗り合いタクシー利用が有

意な説明変数となった．係数はマイナスとなっているた

め，乗り合いタクシー(くすまる)の利用が筋力低下に影

響を与えていることが分かった．これらは，後述の分析

と関係するが，筋力低下傾向にある人が乗り合いタクシ

ーを利用していると考えられる． 

次に現在の利用交通手段を選択の選択が，健康状態の

変化に影響を与えているかを明らかにするため，その交

通手段の利用割合（各被験者が期間中に使った全交通手

段に対する各交通手段の割合）と経年による SF-36，フ

レイル計測値の変化の差を比較した．今回の分析では，

各被験者の利用交通手段を鑑み，公共交通の利用割合は 

表-1 健康状態の変化に影響を与える現在の利用交通手段 

 

 

表-2 現在の利用交通手段の利用割合と外出データ 

 
 

表-3 公共交通の利用割合と健康状態の変化 

 

15%，自動車の利用割合は 60%で分類した．表-2は現在

の利用交通手段の利用割合と外出データを示したもので

ある．公共交通の利用割合が 15％以上の人は，未満の

人に比べ，1日の歩数が多く，調査期間中の目的トリッ

プ数の平均も多い．一方，自動車利用割が 60％以上の 
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⾃転⾞ -0.350 0.288 0.321 0.267 0.353 0.244
徒歩 0.047 0.893 0.045 0.883 0.239 0.462
R2

SF-36
⾝体的側⾯ 精神的側⾯ 役割/社会的側⾯

0.244 0.422 0.369

標準偏回
帰係数

P値
標準偏回
帰係数

P値
標準偏回
帰係数

P値
標準偏回
帰係数

P値
標準偏回
帰係数

P値

鉄道 0.299 0.569 0.150 0.664 -0.228 0.492 0.205 0.493 -0.149 0.677
バス -0.459 0.546 0.957+ 0.091 0.472 0.335 -0.116 0.786 0.783 0.163

乗り合い
タクシー

0.632 0.317 -1.292* 0.015 -0.958* 0.039 -0.66+ 0.089 -1.081* 0.034

⾃動⾞ 0.194 0.628 -0.007 0.977 -0.081 0.747 -0.396 0.116 0.173 0.533
⾃転⾞ 0.063 0.876 0.122 0.650 0.464 0.104 -0.356 0.155 -0.156 0.577
徒歩 -0.189 0.637 -0.058 0.826 0.009 0.970 -0.338 0.169 -0.473 0.120
R2 0.75 0.79 0.70

＊：P<0.05,＋：P<0.1

２ステップテスト 膝下伸展⼒右 膝下伸展⼒左 内転筋⼒ 外転筋⼒
フレイル計測

0.36 0.72

公共交通利⽤割合
15％以上(n=3)

公共交通利⽤割合
15％未満(n=13)

⾃動⾞利⽤割合
60%以上(n=7)

⾃動⾞利⽤割合
60%未満(n=9)

年齢 68.0 67.7 68.9 66.8
外出⽇数
(30⽇中）

28.3 26.0 25.1 27.4

平均歩数
(歩/⽇)

9258.3 5119.5 4420.4 7042.9

⽬的トリッ
プ数

135.3 87.2 71.6 115.3

公共交通利⽤割
合15％以上
(n=3)

公共交通利⽤割合
15％未満(n=13)

P値

⾝体的側⾯ -7.35 0.32 0.07+

精神的側⾯ -4.08 1.73 0.08+

役割/社会的側⾯ 11.78 2.86 0.02*

公共交通利⽤割
合15％以上
(n=2)

公共交通15％利⽤
割合未満(n=11)

P値

2ステップ 2.50 -2.82 0.39

膝下伸展⼒(左右) -5.90 -3.45 0.18

内転・外転筋⼒ -3.75 0.91 0.00**
**:P<0.01,*:P<0.05,＋：P<0.1

SF-36

フレイル計測
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表-4 自動車の利用割合と健康状態の変化 

 

人は，先ほどの公共交通利用割合の逆の関係に近く，歩

数および目的トリップ数が少ない． 

 表-3，4 は被験者の現在の利用交通手段と健康状態を

比較した表である．それぞれ表の値は(2022 の値－2020

の値)の値を示し平均値である，マイナスの値は，健康

度合いが 2020 年より低下していることを意味している．  

公共交通の利用割合が 15％以上の人は，SF-36 では，

身体的・精神的側面で，やや 15％未満の人より低く

（10％有意傾向），役割/社会的側面では，5％有意で高

い．またフレイル計測においては，15％未満の人に比べ，

内転・外転筋力が有意に劣っていた． 

自動車の利用割合が 60％以上の人は，役割/社会的側

面で未満の人に比べ，有意に低く，フレイル計測におい

ては，60％未満の人に比べ，内転・外転筋力がやや高い

傾向（10％有意傾向）にあった． 

内転・外転筋力に関しては，表-1の重回帰分析の結果

と同様，特に筋力が衰えてきている高齢者の乗り合いタ

クシー利用が影響したと考えられる．役割/社会的側面

では，公共交通の利用割合が 15％以上および自動車の

利用割合が60％未満の人が高く，表-2からも目的トリッ

プ数や外出日数が多いことから，活発な社会活動をして

いる．  

 
5. まとめ  

本研究では，高齢者の利用交通手段と歩行量の関係，

交通手段と健康状態の変化の関係，主な利用交通手段の

選択が健康状態の変化に与える影響について明らかにし

た． 

その結果、利用交通手段と歩行量の関係では，公共交

通の利用が 1日平均歩数に影響を与えており，自動車の

利用に比べ優位に歩数が増加していた．現在の利用交通

手段と健康状態の変化の関係では，地域公共交通の乗り

合いタクシー利用が膝下伸展力の両足と，外転筋力の低

下に影響を与えており，乗り合いタクシーを利用してい

る人は，下肢筋力の低下が見られた． 

公共交通と自動車の利用割合から見ると，自動車のヘ

ビーユーザーは，そうでない人に比べ，歩行量、目的ト

リップ数が少ない．また，役割/社会的側面の低く，社

会活動は，自動車よりも公共交通を主に利用している人

に比べ，活発でないと思われる． 

以上より，公共交通利用は，歩行量を増加させ，活発

な社会活動に寄与していると考えられる． 

しかし，下肢筋力に関しては，自動車の利用割合の高

い人の方が良い結果となった．歩行量は少ないため，や

や矛盾する結果となった．ただし，本調査のサンプル数

が多くないことから，サンプル数を増やし，今後も継続

して調査する必要がある． 

 

NOTES 
注1) 厚生労働省：国民医療費の概要，https://www.mhlw. 

go.jp/toukei/saikin/hw/k-iryohi/19/index.html（最終訪問

日 2023 年 3 月 5 日） 
注2) 厚 生 労 働 省 ： 健 康 日 本 21 ，

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/ken-
kou_iryou/kenkou/kenkounippon21.html（最終訪問日

2023 年 3 月 5 日） 
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